
























































女子パートタイム パートタイ 主婦パート 婦入パート 雇用管理調 パートタイ 特定産業小 パートにつ
雇用調査 ム雇用実態 タイマー雇 タイマー実 査 マーの意識 規模企業労 いてのアン
調査 用の実態調 態調査 調査 働条件実態 ケート
産　　　業 査 調査
（労働省） （東京都〉 （関西経協） （電機労連） （労働省） （商業労連） （労働省） （総　評〉
昭和40年 昭和45年 昭和49年昭和51年 昭和53年 昭和54年 昭和54年 昭和54年昭和54年
（事〉 （労） （事） （企） （労〉 （企） （労） （企） （労）
調査産業計 43．7 61．1 31．2 41．6 一 64．0 一 ｝ 16．7
製　　造　　業 38．2 61．7 38．839．5 1G．4 64．0 一 一 一
卸売業・小売業 53．7 73．3 23’1p非製造業 一 63．2 31．9 73．2 一










































































































女子パー パートタ 婦人パー パートタ 第三次産 婦人パー
トタイム イム雇用 トタイマ イマーの 業雇用実 トタイマ
雇用調査 実態調査 一実態調 意識調査 態調査 一の実態
? 査 と意識調
産　　　業 査
（労働省） （東京都） （電機労連） （商業労連〉 （労働省）
（高ンセ壺）
昭和41年 昭和45年昭和49年 昭和53年 昭和54年 昭和54年 昭和54年
曇国　7k　立　豊　ξレ司円　且　’三E　ツR　rll
一 80．5 58．8 一 一 一 一
























































































































56．3 14．9 20．3 6．7
，．〆”「@，／’　　　　！’　∫?
40．4 19．6 28．ユ 9．2
　　　　　　　　　　　　　　　持…家ローンなし?
＼民間の借家　　　　　　ノ＼　　　　　　　　　　　　　　　　／＼持家　ンあり／













































（B｝ 〔C｝窩（A）一〔B） 女　子　比　率 一般就業 パートタ
Cマーの
増　　減 構造要因 代替要因 49年　　54年者の増
?
総　　　　　数 187 115 72 36．7％　37．9％ 66 121
第一次産業 △　75 △　65 △　10 49．2％　　47．6△　37 △　38
第二次産業 43 0 43 28．7　　　30．2 △　　9 52
鉱　　　　業 △　　1 △　　1 0 14．5　　13．0△　　1 0
製　造　業 27 △　　9 36 34．3　　37．0△　16 43
建　設　業 17 10 7 11．8　　13．1 8 9
第三次産業 219 180 39 38．7　　40．8 112 107
卸小売業 90 77 13 44．0　　45．1 38 52
サービス業 ユ07 91 16 48．3　　49．9 62 45
運輸・通信業 2 1 1 11．5　　11．8△　　1 3





















































































































総　　　　　　数 100．0 7．0 11．3 10．8 20．1 39．2 11．6
小魚（未就学〉 100．0 8．7 11．1 9．9 16．3 26．2 27．8
旧高小・新中卒 100．0 8．3 10．3 10．4 19．8 38．3 13．0
難中・新高卒 100．0 6．4 12．1 11．4 19．4 42．9 7．9
旧高専大・新大卒 100．0 4．1 10．9 10．2 27．6 38．5 8．7
47年10月
総　　　　　　数 100．0 7．8 18．6 12．3 11．539．5 10．3
小卒（未就学） 100．0 10．6 16．2 12．6 12．3 25．5 22．8
旧高小・新中卒 100．0 8．9 16．8 12．7 11．2 39．8 10．7
旧中・新高卒 100．0 6．5 20．9 12．4 10．9 41．47．9


















































?A職 結婚退職 出産退職 再就職 職業継続








一6％ 14％　　　　14％ 44％ ili…iiil乞⑫藁糞2?
●アメリカ
男6％ 6％ 15％ 48％ 19％ 6％























区　分 ? 性 女 性 女子・大卒者 女子被傭者
　　　　　　調査年
?@目 47 54 47 54 47 54 4754
?
100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
賛　　　成 52．3 35．1 48．8 29．1 34．9 19．0 33．918．4
どちらかといえば賛成 31．5 40．5 34．4 41．0 41．2 42．7 40．3392
どちらかといえば反対 6．3 13．4 7．6 18．3 13．4 22．213．9 27．2
反　　　対 2．4 4．0 2．6 4．5 5ユ 7．9 4．5 8．0
















































































































0　－　　4 2．3 29．9 19．2
5　～　　7 7．1 36．4 27．7
8 10．9 35．4 29．4
9　～　11 24．0 34．9 33．2
12 38．6 35．8 38．0
13　－　15 10．4 35．7 41．0
16 5．2 37．3 46．9















@　　　　　　25－34歳 0．37＊ 一 一〇．43＊
小二乗法
nLS）35－44歳 0．42＊ 一 一〇．29＊
45－54歳 0．50＊ 一 一〇．15＊
ケイン，1950　Northcrn 1．48＊ 0．95＊ 一〇．84＊ （OLS）?
SMSA，有配偶女子 〔1．49〕 〔一1．31〕
フライシャー＝ニーズ，1970 0．39＊ 0．31＊ 一〇．17＊ （OLS）
SMSA，有配偶女子 〔0．43〕 〔一〇．34〕
デ ブイールズ，SMSA
@有配偶女子　　　　　1940 1，16＊ 0．18 一1．45＊
（OLS）
1950 1，11＊ L52＊ 一〇．65＊
1960 0．40窒 1，36＊ 一〇．25＊「
ユ970 0．27＊ 1．95＊ 一〇．U＊
アッシェンフェルター＝ヘッ （三段階最
クマン，ユ960SMSA，
L配偶女子 1．23＊ 一 0．13＊
小二乗法
RSLS）?
ケイン＝ドーリー，1970 1．60＊ 一4，6 一〇．52＊ （3SLS）
SMSA，有配偶女子 〔2．81〕 〔一1．30〕 〔一128〕
シュルツ，　1967Survey　of （ロジット）
Economic　OPPortun｛ty，
有配偶女子　　　25－34歳 0，17＊ 一 一〇．13＊
〔1，01〕 〔一1．25〕
35－44歳 0．04 一 一〇ユ2＊
〔0，18〕 〔一〇．97〕



















有配偶女子　フル・タイム 0．41＊ 一〇．03＊ 一〇．003＊
〔1．94〕 〔一〇．52〕





B　　　　本 女子賃金（又ﾍ勤労収入〉 学校教育 男子賃金（又ﾍ勤労収入） 推計方法
梅谷，1965，県別，有配偶女子
@日本全国　　　　線　　型 一1．00＊ 一3．33 一〇．31＊ （OLS）
対数線型 〔一〇．54〕＊ 〔一〇，84〕 〔一〇25〕＊
15非農業県　　　線　　型 一3．25＊ 一〇．58寧 0．15
集 対数線型 〔一1．69 〔一〇．99〕＊ 〔0．06〕
ハミルトン，　1960，　県別」，
農業を除く全女子
30－34歳 一2．54 1．99 0．89 （3SLS）
一 一〇．16 一〇．52＊ （OLS）? 永野，就業構造基本調査
1971，　県男lj，　　　　　30－34歳 一 一14．73＊ 一〇．58＊（OLS）
〔一3．11〕 〔一〇．92〕
40－44歳 一 一7．37＊ 一〇．44＊
〔一1．12〕 〔一〇．91〕
デ 50－54歳 一 一2．96 ・一Z．47＊
〔一〇．49〕 〔一〇．63〕
1977，県別，　　30－34歳 一 一9．08＊ 一〇．19＊
〔一1．99〕 〔一〇．72〕
40－44歳 一 一4．26 一〇．16＊1 〔一〇．67〕 〔一〇．48〕






























雇　用　者 一 0，001 一〇．17＊?
家族従業者 一 0．01＊ 一〇．32? 島田他，就業構造基本調査
@ユ974，　　　　　　　　　　25－34歳 一〇．14×10憎4 一 一〇．36×10－3＊
（ロジット）
べ’ 〔一〇．033〕 〔一〇．28〕
ル 35－49歳0．28×10一棉 一 一〇．30×10－3＊〔0．037〕 〔一〇，16〕
の 50歳以上 0．45×10一儲 一 一〇．40×10舳伸
〔0．075〕 〔一〇．02〕
デ 1977，　　　　　　　　　　　25－34歳一〇．29×10『伸 ｝ 一〇．32×10『3＊
1 〔一〇．08〕 〔一〇．31〕
35－39歳 0．07×10－4 一 一〇．27×10－3ホ? 〔0．01〕 〔一〇．18〕






















































































































区　　　　分 結婚の 出産・保育の 保育所・託児所があれば その他ため ため やめたく　あっても　わからな
なかった　やめた　　　い
54年10月
総　　　数 53．2 21．2（100．0）（18．2）　　　　　（73．6）　　　　　（　8．1） 25．6
25～29歳 6工7 29．6（100．0）（18．0）　　　　（74．1）　　　　（　7．9＞ 8．7
47年10月
総　　　数 61．4 18．7（100．0）（19，7）　　　　（67，2）　　　　（13．1） 20．0

































































項 就学前田 育学校 ム? Familledaghem口 計Daghem DeltidsgrUPP?
齢 1973 1974 1973 1974 1973 19741973 1974
0 2．5 2．7 2．3 2．5 4．8 5．2
1 5．3 5．7 6．1 7．2 11．4 12．9
2 7．4 8．3 0．0 0．1 6．3 8．0 13．7 16．4
3 8．4 9．5 0．5 0．5 5．4 6．6 14．3 16．6
4 8．8 10．0 2．6 2．9 4．9 5．9 16．3 18．8
5 8．7 10．0 14．3 15．7 4．5 5．4 27．5 31．1



















































計 100．oi14．53．2 4．7 44．9 6．0 2．3 24．7 1．6 9．4
「




0歳 ユ00．Oi　8．4　　： 6．2 14．1 70．7 一 一 一 0．5 1．6
1 100．OlU．1　　2 10．3 12．9 65．3 一 一 一 0．4 1．4
?2 100．0122．9　　： 8．8 10．5 57．3 一 一 一 0．5 5．4
3 100．oi3LO　　； 11．1 3．8 47．9 5．1 一 一 1．1 14．2







































総　　　　　　　数 750 130 146 234 19 220
A　　　　　　　　型 135 67 23 22 23
看　　　護　　　婦 60 22 15 11 12
保　　　　　　母 34 17 5 7 5
教　　　　　　員 26 18 2 3 3
その他の「専　門」 15 10 1 1 3
B　　型（「事務」） 209 49 49 57 6 48
A　　　－　　　C2 45 2 8 23 3 9
DL　　　～　　　D‘ 62 4 13 22 1 22
D5　　以　　　上 98 42 27 10 2 17
不　　　　　　　詳 4 1 1 2
C　　　　　　　　型 406 14 75 155 13 149
店　　　　　　員 83 3 8 31 5 36
保　険　外　交　員 25 1 5 13 1 5
「運　　　　　　通」 10 3 1 2 4
「生　　　　　　産」 134 3 19 58 3 51
「サ　　一　　ビ　　ス」 154 4 42 51 4 53
飲食店関係 27 8 9 10
クリーニング関係 13 3 9 1
美理容関係 28 1 8 5 3 11
競馬競輪関係 16 8 8



































B　　型（「事務」）　49 18 10 3 6 8 4






















B　　　　型（「事　務」） 28 18 6 1 3
C　　　　　　　　　型 16 3 3 1 9
（注）1）表15の注参照
　　2）公社員は電電公社電話交換手2名のみ
（資料）第15表に同じ
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第18表　男女の雇用状態（1974年）
（単位：千人）
男　　　　子 女　　　　子
常　用　労　働　者 2，223 934
長期パート・タイム 31 400
短期パート・タイム 26 201
その他の被用者 38 100
失　　　業　　　者 38 35
潜在的求職者 12 60
労働市場外の者 421 ユ，114
計 2，789 2，853＊
（注〉＊印の数字は，2，844の誤りか？
（資料）E．Krausz，”Do　Someting　for　Part－time
　　　Employees”　Current　Sweden，　March　1976．
（出所）小谷義次「現代福祉国家論」167頁
　スウェーデンは，父親の育児休暇・家事分担などについての「性的平等の
イデオロギー」がもっともラディカルに実践されている国である。だが女子
労働市場の最近の現実というのは，女子パートタイム労働者の急増であり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）中高年層のパート比率は50％前後である。このようにパート化が進んでいる
国で，性的役割の解消をめざす思想・施策がもっとも進んでいるという逆説
を熟考せねばならない。雇用状況を第18表で見てもらいたい。スウェーデン
が高原型になったといっても，1965年置ら1977年の問の女子雇用者増の約80
％がパートタイマーの増加によるものである。そして70年代に急増したパー
トタイマーは，LS　20・一34時間のパート労働者であり，20時間未満は一定であ
る。そして1976年以降，フルタイマーの絶対数自体が減っている。その結果，
1977年には20一一一64歳の女子労働者の45％がパートタイマーであり，女子はパ
ートタイマー全体の91％を占める。70年代に急増したパートタイマーの年齢
　　　　　　　　　　　　　　　個層は25・一34歳の若い層なのである。この最後の点が日本と比べ，いわゆる「進
（33）56年労働白書，196－197頁。
（34）　Yohalem，　op．　cit，　pp．　114ny115．
一　143　一
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んでいる」点であろうか。
　このように高原型に移ったアメリカとスウェーデンの両国のあいだには，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）相当の違いがあるようだ。離婚増は共通でも，フルタイマーが増え出したア
　　（36＞
メリカとパートタイマーが多いスウェーデンでは様相が異なる。
　キャリア形成に重要と思われる保育所施設と育児休業制も，単純に充実さ
えすればうまくいくというものではないようである。次に女子のキャリア形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3rl成法に関する現実的で有力な見解を見てみよう。「子育てを重視する日本女
子の行動」という持ち味を生かしながらのキャリア形成を考える。これは極
端に言えば，夫が家事・育児を分担しないという現実をそのままにして，再
登場した女子労働者に企業内で幅広い熟練を形成するというシナリオである。
実現可能性は何とも言えないが，対象とする女性層は「20歳代の職業経験も
あり，再登場後の労働期間は20年にも及ぶ」という婦人労働者である。再登
場後20年働くというのだから，子供は2人までにして，それからキャリア・
ウーマン〈キャリア・ママ〉になるということである。摩擦の少ない進歩的
な考え方であるが，人口がゆっくりと減っていき，高齢者が増えていく成熟
社会をめざしていることには違いない。活性力のない社会に生きるか，外国
人労働者に門戸を解放するという覚悟が必要である。
　さて，もう1つの考え方，同僚型友だち型夫婦という家族形態（夫婦自立
型家族）をめざすべきであろうか。たしかにアメリカ・スウェーデンでそれ
が拡大しつつあるようだ。しかし，それとセットとなって出てきていること
が，離婚率上昇・「結婚したくない女」・「子供を生みたくない女」の増加で
ある（もちろん実証されてはいないが）。高梨氏もこの点に注目をされてはい
るが，至って楽観的である。「人間生活の基礎単位である家族は，親族という
（35）離婚については，湯沢雍彦他著『世界の離婚』有i斐閣新書。
（36）56年労働白書，166頁。
（37）以下の議論は，小池和男『日本の熟練』258頁参照。
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血縁集団家族として共同消費生活を営む点では変わることはないし，結婚を
望まない若い女性が意識調査で若干存在するとしても，結婚・出産という労
働力の生産・再生産の単位としての家族が崩壊することは考えられない。ま
た，職業人として自立できる女性がふえれば，離婚率は若干高まることはあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）っても，これが大勢を占めるはずもない。」このような見方である。あるい
は，時間短縮に関連して「人間である限り家族生活を大事にするのは当然で
夫婦が家庭で生活時間をともにする，この時聞を増やしたいという欲求が強
　　　　　　｛39）
まるのは当然」だとされる。夫婦の絆に今やそれほどの信はおけない。最後
に簡単なまとめをしたい。
　核家族で役割分担型がM字型を支えてきた。この核家族形態を保ったまま，
夫婦自立型にしていこう（あるいはそうなっていく）とするのが高梨氏の発
想のようだ。ところが皮肉にも高原型になった国において，核家族（一夫一
妻制）が崩れ新しい生活単位を模索中というのが現状のようである。日本に
おいて男女ミ平等二というのが同僚型夫婦を基盤としなければならないとい
う意見が大勢であるとしたら，あえて筆者は妻は家庭にしがみついて小さな
「幸福」を守り，子供を沢山生んで育てるべきだという，　ミ反動的1な所見
を提出しておきたい。「乱れれば乱れるほど良い」という一部のウーマン・リ
ヴ活動家の意見にはそれなりの論理的一貫性がある。それにも興味を覚える
が，安定性をいつも配慮し摩擦をできるだけ少なくするというミ社会政策的“
かつ“保守的“な対応の方が魅力がある。鍵は，主婦パートとキャリア・ウ
ーマンの労働内容にある。
（38）高梨前掲書142・一一・143頁。
（39）高梨昌「女子労働をめぐる諸問題」中央労働時報1981年12月，9頁。
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